　第８回　草津市協働のまちづくり条例検討委員会　議事概要
日時：平成２５年６月１０日（月）１０：００～１２：００

場所：草津市役所　８階大会議室

１．開会
議事概要の内容について確認
■前回の振り返り
○事務局

＜資料説明＞　
現在、検討委員会と同時進行で、市の法務担当と協議を進めているところである。その中で、市民の定義にまちづくり協議会、基礎的コミュニティ、市民公益活動団体が含まれているのに、まちづくりの主体の定義では、市民の後にこれらの団体を並べており、誤解を招く恐れがあり、法規上好ましくないとの指摘を受けているので、この点についても検討いただきたい。
○D委員
　前文の３行目で、「住み良いまちを築いてくために」とあるが「住み良いまちを築いていくために」というように「い」を追加する。
　市民公益活動団体の定義の基本的な考え方で、「また、非営利とは、事業等を通じて利益を得てはいけないという意味ではなく、得た利益を構成員で分配してはならないということを意味しており、構成員が労働の対価として収入を得ることは問題ありません。」とあるが、前半で言う構成員と後半でいう構成員は異なるので文言を整理いただきたい。
○C委員
　前文で「住み良いまち」「住み続けたいと思えるまち」と、表現を変えて似たような言葉を使用しているが、これは統一したほうが良い。
　協働の定義で、本文では、「大きな成果を生み出す」と書かれているが、基本的な考え方では、「高い効果」と書かれているので統一する。

　まちづくり協議会の基本的な考え方で、「まちづくり協議会は、地域の代表組織として」を「まちづくり協議会は、地域を代表する総合的な自治組織として」に改める。

　中間支援組織の定義では、人材育成の観点についても記述いただきたい。
○I委員

　市民公益活動団体の非営利性の説明では、「市民公益活動団体が事業で得た利益は、団体の活動目的を達成するために使う」など、その使途を追記いただきたい。
○C委員
　市民公益活動団体と中間支援組織の定義の基本的な考え方に、冒頭、主語が使われていないので、主語を入れる。
○委員長
まちづくりの主体については、誤解が生じないよう使われないほうが良い。その他、委員の修正案を採用する。
２．検討事項

■提言書（案）について
○事務局

＜資料説明＞【まちづくり協議会】【基礎的コミュニティ】【市民公益活動団体】

　　　　　　【市の取組み】【第３者機関の設置】

まちづくり協働部において市民参加の手続きなどについて定めた市民参加条例の運用を行っており、この条例の実効性を担保するため、評価委員会を次年度に設置する予定をしている。同様に協働のまちづくり条例においても実効性を担保するため、推進委員会を設置するものと規定しており、両輪でまちづくりを進めるため、両委員会を一つにまとめたいと考えている。このことから、提言書を条文に起こす際、提言書どおりのものにならないことがあることを了承いただきたい。

また、まちづくり協議会に対する個人情報の提供の規定については、個人情報保護条例との整合性を図る必要があるため、修正される可能性があることを併せて了承いただきたい
○E委員
まちづくり協議会の認定要件について、「透明性が確保され」と規定されているが、これは、具体的にどのようなものを想定されているか。
○事務局
　まちづくり協議会には、財政的な支援等を行っていくが、その使途については、住民に対して透明性が確保されていなければならないということを書いている。
○E委員
　透明性や民主性については、基本的な考え方の中でもう少し詳しく書かかなければならない。決算書等については、まちづくり協議会のホームページ等で公開されるべきであり、役員の選任については、公募されることも必要である。
○委員長
　情報の公開については、積極的に行う必要がある。公金を支出された時点で公の支配を受ける団体となることから、住民からの情報公開請求にも対応しなければならない。
○D委員

　どのような基準、プロセスを経て意思決定されたか明らかにされることが大切である。
○委員長
　運営と財務については、透明性が担保されなければならない。

○F委員
　認定されるには、必ず「まちづくり協議会」という名称がついていなければならないのか。
○事務局

　必ずまちづくり協議会という名称を使わなければならないというものではない。要件さえ満たしていれば、認定させていただく。

○E委員
　協働事業の推進の規定で、「予算の範囲内で財政的措置を講ずる」と書かれているが、予算の範囲内とは、どういう意味か。
○事務局

　予算措置ができたなかで、財政措置を行うという意味である。この規定については、条例で書くべきか規則で書くべきか検討したい。
○E委員

「義務規定」「努力義務規定」「努力規定」はどのように使われるのか。

○委員長
「努力義務規定」「努力規定」を使い分けることは、あまり実効性がない。
○E委員

　市の人材育成については、義務規定にしていただきたい。

○委員長

　市の職員に対してだけ義務を課すのは公平ではない。そうであるならば、市民にも義務

を課すべきである。

○C委員
　基本原則の公開の原則について、「透明な関係をつくること」とあるが、協働のまちづくり指針のように「透明性を保つ」にしたほうが良い。

○委員長

　その書き方が条例に馴染むのか市の法務担当と協議していただきたい。その他、法規の問題上、最終的に文言が提言書どおりにならない可能性があるので、委員にはあらかじめ御了承願いたい。義務規定にするのか努力義務規定にするのかは、検討を要すが、行政だけに義務を課すのは、バランスを欠くように思う。
○E委員
　同じ財政的措置でも、まちづくり協議会の推進の方策では、努力義務規定となっているが、協働事業の推進では、努力規定になっているので、どちらかに統一していただきたい。また、予算の範囲内と書くと規定の意味がないので、書き方を検討していただきたい。

○委員長

「予算の範囲内」は、「必要な」に修正する。
○C委員

　協働事業の推進の基本的な考え方で、市は、「自らの役割の一部として」を「役割の一部を担うものとして」にする。
　推進計画の策定の基本的な考え方で、「見究め」は「見極め」のほうが良いのではないか。

○委員長
　条文ではないので、どちらでもかまわないが、ひらがなで標記しておく。
○C委員
まちづくり協議会の認定要件の（１）の基本的な考え方については、「まちづくり協議会の構成員は、基礎的コミュニティおよび地域に住む住民を基本とし」を「まちづくり協議会は、基礎的コミュニティおよび地域に住む住民を構成員とし」に修正する。最後の語尾については、受身ではなく、能動的に書かれるほうがよい。「参加の機会を保障していること」とする。
（２）の基本的な考え方については、「責任を持って」を削除する。（３）については、「行われているもの」を「行われていること」に修正する。

中間支援組織との連携、協力で、本文では「必要に応じ」と書かれているが、基本的な考え方では、書かれていないのでどちらかに統一する。
○E委員
　草津市協働のまちづくり推進委員会の③で「推進委員会は」とあるが、①で「以下、委員会という。」と規定しているので「推進」は削除する。

○B委員

　「市民の役割」などで「～していただかなければならない」と謙譲語で書かれているが、みんなが対等の立場でまちづくりを行うのであるから、このような表現はいらない。

■条例の名称について

○事務局
　今まで、名称を「（仮称）草津市協働のまちづくり条例」としてきたが、最終的にどのようなものにするか検討いただきたい。

○C委員
　様々な条例が制定されており、市民が混同しないようにしたい。
○委員長

　名称は、シンプルに「草津市協働のまちづくり条例」とする。

３．閉会
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